
農業経営基盤強化促進法等の一部改正に伴う地域計画の作成に関する方針 

                               令和５年４月  

栃木県農政部生産振興課  

 

１ 基本的な考え方 

 

農業者の減少の加速化が見込まれる中、農地が継続して適切に利用されるためには、農

業を担う者への農地の集約化等に向けた取組を加速化することが喫緊の課題であること

から、令和４年５月に農業経営基盤強化促進法（以下、基盤法）及び農地中間管理事業の

推進に関する法律の一部が改正され、将来の農地利用の姿を明確化する地域計画の作成や

農地の権利設定等の仕組みの変更が定められた。 

このため県は、農地の貸借等の制度変更による農業者等の混乱を防ぐため、県内全市町

の653地域で実質化された人・農地プランを土台に、将来の農業を担う者と農地の集約化

に重点を置いた「目標地図」の作成を進めることとし、人・農地プランを実質化した全て

の地域について、令和６年度末までに地域計画の作成を推進する。 

 

 

２ 推進目標 

○ 経過措置期間における、集約化に重点を置いた目標地図及び地域計画の作成 

 

○ 令和６年度末までに実質化された人・農地プランの全地域で地域計画を作成 
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３ 地域計画作成推進のポイント 

 

（１） 市町が統一した地域計画の作成推進 

地域計画の作成を起点として、農地の権利設定等に係る手続きが、市町による「集積

計画」から農地バンクによる「促進計画」へと一本化される。手続き変更に伴う農業者

等の混乱を防ぎながら、集約化に重点を置いた「目標地図」を含む地域計画の作成を進

めるため、改正された基盤法の附則規定に基づく経過措置を地域計画の作成期間として

最大限活用することとし、市町による令和６年度末（令和７年３月31日）を公告日とし

た地域計画の作成を推進する。 

 

（２）作成推進に向けた体制づくり支援 

 限られた作成期間の中で「地域計画」作成を効率的に進めるためには、行政、農業委員

会、農地バンク、ＪＡ系統、土地改良区等が一体となって取り組む必要がある。 

 このため県は、市町段階の体制づくりを促すとともに、地域計画作成からその後の実行

に向けて、市町ごとに担当職員を配置するなど、支援体制の強化を図る。 

また、県段階では、農業関係団体４者（農地バンク、農業会議、ＪＡ中央会、土地改良

団体連合会）と連携し、市町段階の取組を支援する（別紙１、２）。 

さらに、地域での合意形成を促すため、関係職員、地域のまとめ役として期待される農

業委員及び農地利用最適化推進委員を対象とした研修会を開催し、話合いのスキルアップ

を図る。 

 

（３）実質化された人・農地プランを土台とした地域計画作成推進 

 本県では、全市町の653地域で実質化された人・農地プランが作成されていることから、

これまでのプロセスや成果を活用しながら、全ての人・農地プランが地域計画へ移行する

よう地域計画の作成を推進する。 

このため県は、地域計画に定めるべき事項の考え方や、具体的な目標地図の作成手順等

を示した作成指針（別紙３）をもとに、目標地図の作成に向けた助言・支援を行う。 

また、人・農地プランモデル地域については、先行モデルとして、取組を支援するとと

もに、推進体制、推進手法など有効な手段について他地域への横展開を図る。 

併せて、協議の場での話合いの実施や目標地図の作成に係る市町等の取組については、

国庫事業（地域計画作成推進緊急対策事業等）を活用して支援していく。 

  

（４）その他（各種施策との連携） 

 限られた期間の中で内容の充実を図るため、とちぎ広域営農システムの構築や基盤整備

事業及び麦・大豆・飼料作物の作付け拡大の推進など、各種施策と一体的な取組により作

成を推進する。 
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（別紙１）体制イメージ 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推進チーム 

 

 
【市町】 

(TL)課長+担当者 

全体のマネジメン

ト 

【農業委員会事務局】 

(副)局長+担当者 

農業委員、推進委

員のサポート 

【ＪＡ】 

職員 

【農地バンク】 

職員・協力員 

【土地改良区】 

関係職員 

支援チーム 

【農振事務所】 

(TL)企画振興部長、総括補佐、地域計画担当、市

町ごとの担当※ 

市町段階 

事務所段階 

関係機関・組織の連携 

【本庁】 

生振、農政、農

村、経技、整備 

・5者の連携推進 

【県農業会議】 

・農業委員、最適

化推進委員向

けの研修の開

催 

【中央会】 

・各単協への協

力要請 

【農地バンク】 

・協力員向けの

研修の開催 

【県土改連】 

・改良区への協

力要請 

県段階 

【農振事務所】 

担当者※ 

各種施策・事業の

活用支援 

【市町公社】 

職員 

・地域での話合い参画、意見集約・農地利用調整等の支援 

・情報提供、各種施策・事業活用の支援 

・推進会議の開催（進捗把握、支援策の検討） 

・推進上の課題への対応、フォローアップ 

・ 

・定期的な進捗状況の確認、課題に応じた対策等の検討 

・優良事例の収集・共有 

協議の場【設置・運営：市町】  

地元（農業者、地権者、農業委員、農地利用最適化推進委員、改良区役員、女性・青年農業

者等）、関係機関等を幅広く集め、「地域農業の将来の在り方」を検討 

協議の場への参画・支援 

話合いへの参画、情報提供 

定期的な進捗状況の確認及び推進に係る

課題の共有及びフォローアップ 

定期的な進捗状況の確認及び推進に係る

課題の共有及びフォローアップ 

※市町ごとに企画・普

及・整備から配置 

・系統組織へ地域計画作成 

協力の働きかけ 

・優良事例等の共有 

地域段階 
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（別紙２） 

主体別に期待される具体的な役割（取組内容）について 

 

１ 市町段階の推進チームに期待される役割について 

主 体 名 期待される役割（取組内容） 

共  通 

・関係機関は、「地域計画」を作成していくため、所有する情報を積極

的に提供し、必要な情報を共有 

・期待される役割に応じて主体的な取組を行うほか、地域の話合いに

積極的に参加し、将来の地域農業について合意形成等を支援 

・地域計画の実行に当たっては、市町、農業委員会、農地バンク、ＪＡ、

土地改良区、県などの関係機関が連携しながら、地域と一体となって

支援 

市  町 

・地域ごとの工程表の作成及び全体のマネジメント、協議の場の設置・

運営 

・地域計画が作成されるまでの期間、地域計画の土台となる実質化さ

れた人・農地プランの更新 

・目標地図の素案作成について、必要に応じて農業委員会への要請通

知等を発出 

・人・農地プランモデル地域等を先行取組地区として位置付けるなど、

実質化された人・農地プランの取組を活用 

・農地制度や地域計画（目標地図）について、農業者をはじめ地域の幅

広い関係者に広報誌やホームページ等を活用し周知 

農業委員会事務局 

・農業委員・農地利用最適化推進委員への活動推進・働きかけ（地域協

議の役割、推進等実践活動の啓発） 

・市町農政部局、関係機関との連携の下、目標地図素案の作成 

市町農業公社・農

地バンク業務委託

先（機構集積協力

員） 

・協議の場への参画、意見集約・農地利用調整等の支援 

・市町農業公社の取組及び農地バンク事業全般の情報提供 

・地域内の農地バンク活用状況や広域的に活動する担い手に関する情

報提供 

農業協同組合 

（本店・地区営農

経済センター） 

・関係機関と連携した地域計画の作成及び取組の推進 

・「次世代担い手確保・育成計画」と連動した、担い手の規模拡大（農

地集積・作業の効率化等）及び経営継続（事業承継対策・法人化等）

に向けた支援 

・地域が振興する作物に関する情報提供 
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主 体 名 期待される役割（取組内容） 

土地改良区 

・各改良区組織を活用した周知活動・協議の場への参加呼び掛け 

・改良区役職員による協議の場への参加 

・土地改良事業実施地区における農地集積・集約化に関する情報提供、

目標地図の作成協力 

農業振興事務所 

・所内支援体制の構築、市町の作成推進に向け助言・支援の実施 

・各種事業推進地区（人・農地プランモデル地域、とちぎ広域営農モデ

ル地域、圃場整備推進地区）における重点支援 

・協議の場の運営支援及び各種施策・取組事業等に関する情報提供 

・地域が振興する作物に関する情報提供 

・広域的な営農を行う担い手に関する情報提供 

・土地改良事業に係る計画に関する情報提供 

・協議の場での進行役を担い得るＯＢ等に関する情報提供 
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２ 県段階の関係団体による地域計画作成に向けた取組について 

主 体 名 実施時期 取 組 内 容 

農地バンク 

令和５年 

６月～ 

 

・機構集積協力員への協議の場への参加依頼 

・機構集積協力員のスキルアップのための研修会の開催

や情報交換の場の提供 

(一社)栃木県 

農業会議 

令和５年 

４月～８月 

 

 

 

８月～10月 

 

随時 

・市町農業委員会事務局職員に対する研修 

（新任者含む、法律改正等） 

・非改選市町農業委員等に対する研修 

（目標地図作成の工程（経営意向把握・調整等）） 

・タブレット、サポートシステムの研修・活用支援 

・新任農業委員・新任農地利用最適化推進委員研修 

（農地制度、農地バンク、地域計画・目標地図等） 

・地域計画・目標地図作成に関する研修等 

（意向把握データ活用、地図作成の支援等） 

ＪＡ中央会 

令和５年 

 ４月～ 

年２回 

 

 

随時 

 

 

随時 

 

随時 

・各ＪＡに対する地域計画作成を行う市町への協力要

請 

・営農担当部課長会議等を活用した、ＪＡグループが

推進する「担い手確保・育成計画」の取組状況等の

把握 

・集落営農組織の将来構想（後継者確保・生産能力の

効率化・他組織との連携等）作成に向けた支援をＪ

Ａとともに実施 

・担い手の確保育成、集落営農の組織化等に係るノウ

ハウ・事例の情報収集及び提供 

・関係機関と連携した担い手への農地集積、事業継承

等の取組の推進 

県土連 

随時 ・会員（各土地改良区）への協議・研修会等への参加呼

び掛け 

・所持データを活用した目標地図作成支援（受託） 

県 

（生産振興課及

び各課） 

年４回 

 

 

年１回 

年１回 

年１回 

・市町段階での進捗状況や課題を事務所段階の支援チ

ームを通じて把握し、関係者へ共有するとともに、

解決方策の検討や支援を実施 

・市町等との意見交換等の実施 

・地域の中核となる者に対する研修会の開催 

・関係機関の担当者等に対する話合いのスキル等に関す

る研修会の開催 
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（別紙３） 

地域計画作成指針 

１ 趣旨 

  地域計画の効率的な作成を推進するため、実質化された人・農地プランを最大限活用す

るとともに、経過措置期間内に、集約化に重点を置いた「目標地図」を含む地域計画の作

成を進めるための指針とする。 

 

２ 地域計画作成推進の考え方  

 

（１）地域の考え方について 

・実質化された人・農地プランにより、既に協議の場がある場合は、地域計画は人・農地

プランの取組の延長であるという観点から、人・農地プランの地域を基本とする。 

・地域を変更する場合は、目標地図作成に向け、担い手（農地の受け手）の営農実態を考

慮しながら行う。 

・人・農地プランモデル地域については、引き続きプラン実現に向けた取組を支援すると

ともに、先行モデルとして地域計画作成を推進する。 

・とちぎ広域営農システムや圃場整備事業等を推進する地域においては、必要に応じて人・

農地プランの地域を統合又は分割する。 

  

【参考】地域割りの考え方 
～施策・事業で地域割りを決めている例～ 

・農地整備事業の受益地の範囲を基に、地域を設定している事例がある。 
・すでに地域の担い手や出し手と合意形成済みの既存の計画（換地図、促進計画等）

があることや、既存の話合いの場（準備委員会等）がある場合は、地域計画の作成
を進めやすい。 

 

 

（２）協議の場の設置について 

・実質化された人・農地プランは、協議の結果とみなすことが可能なことから、「地域農業

の方向性はある程度定まっている」、「中心経営体として担い手が十分に特定されている」

ものとして、地域計画への移行に必要な事項及び農地の集約化を中心に協議するなど、

開催方法を工夫する。 

  

【参考】協議の場の開催方法について（その１） 
～進め方の検討、参集者の選定から開催・意向のとりまとめまでの例～ 

・以下①～⑤の記載のとおり地域にアプローチして、話し合いや意向のとりまとめを
進めている事例がある。不要な工程は省略する等、地域の状況に併せて工夫して実
施するのが良いと考える。 

・なお、関係機関との調整を含め、所要期間は３～５か月程度要することが想定さ
れるため、余裕を持った取組が必要である。 
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① 現状を把握するため、アンケートを実施・分析。担当者が進め方の案を作成。 
② 関係機関（農業委員会事務局、JA、市町公社等）に共有、進め方の案に対する

意見照会及び協力を要請。 
③ 地元の関係者（例：農業委員、農地利用最適化推進委員、土地改良区役員、自

治会長、集落営農組織の代表者等）に進め方に対する意見照会及び協力を依頼
（地域会合での進行、各団体・組織の代表者には所属する個々の意向のとりま
とめを依頼）。 

④ 参集者については、各代表者を基本とし、協議の場を開催。 
⑤ 話合いを行った結果をまとめて広報に掲載するなど、参加出来なかった方へ

積極的に情報共有。 
 

 

・人・農地プランの地域から変更した場合は、担い手や耕作者が変わり、将来方針が変わ

ることが予想されることから、人・農地プランの取りまとめ結果を再整理することで協

議の結果として周知、公表する。 

・人・農地プランにより明らかとなった地域の農業の実態、担い手の状況を踏まえ、将来

の受け手を想定したゾーニング、地域外からの受け手の呼び込み等について検討する。 

・協議の場の運営については、説明や周知が中心となる場合は複数地域をまとめての説明

会方式、テーマや対象者を絞った合意形成の場合は座談会形式、またそれらを併用する

など、状況に応じて開催方法を工夫する。 

 

【参考】協議の場の開催方法について（その２） 
～ワークショップ形式で協議の場を開催した例～ 

・ワークショップ形式では、参加者の主体性を確保できるメリットがある。 
・以下①～③の手順でワークショップ形式の地域会合を開くことにより、地域の意

向をとりまとめた事例がある。 
 

① 進め方、課題の整理（付箋等を活用し、アイディアを出す） 
② 対策の検討・方針決定（アイディアに対する対応策を検討する） 
③ 方針の実現に向けた具体的な取組方策の検討（投票制によるアイディアの絞り 

込みと具体的な取組をまとめる） 
     以降は、各取組方針の実現に向けたスケジュール調整等を進める。 
 

 

 

・既存の多面的・中山間直接支払交付金の協議会、土地改良区の集まり等の多様な機会を

活用しながら、計画的に協議の場を設けていく。 
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（３）農業を担う者として位置付ける者について 

・地域計画においては、中心経営体に加え、継続的に農地を利用する中小規模の経営体や

副業的に農業を営む者についても積極的に位置付けるものとする。 

・地域計画への位置付けが各種補助事業の要件とされているため、農業を担う者や新規就

農者となることが見込まれる者は漏れなく記載する。 

    

【参考】農業を担う者の記載方法について 
     ～任意組織の位置付けについて～ 

農地を所有、借受けできない任意組織が地域の受け手となっている場合、地域の
営農体制を可視化する等の観点から、一覧への位置付けが妥当と考えられる場合に
は、構成員である個人の経営面積と重複しないよう記載する。 

 

 

（４）目標地図の作成について 

・目標地図の素案作成には、耕作者、農地所有者の営農意向の把握が重要である。既存の

意向調査結果や定期的な一斉調査の活用、農業委員・農地利用最適化推進委員によるタ

ブレットの活用により、随時把握を行う。 

・現況地図において、当面耕作を続けるが後継者が確保されていない農地については、集

約化等を考慮しながら、計画的に意向把握や調整を進める。 

・集約化を重視した目標地図を作成するため、協議の場を活用して農業を担う者ごとのゾ

ーニングを行いながら、貸付け意向のある農地の受け手を調整していく。また、農業を

担う者同士の交換による集約化も進める。 

・早急に農地を貸したい者や、高齢化や地域外（県外）に居住のため、農地の管理が難し

い農地所有者への対応については、受け手との調整、目標地図へ位置付け及び利用権設

定等を速やかに実施するなど、優先順位を定めながら進めるものとする。 

・地域計画作成後は、農地バンクを介した農地の貸借・売買の相手方は、目標地図に位置

付けられている農業者を原則とすることから、十分調整の上で記載する。 

・地域計画作成後「今後検討等」となっている農地については、目標地図の精度を高める

ため継続して将来の受け手の特定を進めるものとする。 

 

 

【参考】目標地図の作成について 
～意向調査から取り組む場合～ 
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 （５）地域計画に記載すべき事項への対応 

① 地域において生産する主な農畜産物及び農用地等の利用方針 

・地域において推奨される作物や栽培方法については、市町基本構想との整合性を図る

とともに、ＪＡ等からの情報提供を参考に、地域計画に位置付ける。 

・麦・大豆、飼料作物の作付け拡大や土地利用型園芸作物の産地化に取り組む地域は、

農地の集積・集約化に加えて、品質向上や生産の効率化のため、作物ごとの団地化や

ブロックローテーションの構築についても併せて検討し、地域計画への記載に努める。 

 

【参考】地域における農業の将来の在り方について 
～作物の生産や栽培方法に関わる記載例～ 

① 水稲を主要作物としつつ、一部を慣行栽培から有機栽培へ段階的に切替え予定。
併せて新規作物サツマイモを導入し、農業を担う者を含めて栽培方法を確立する。 

作成した目標地図（案）を含めた地域計画（案）について、意見聴
取・公告等の作成の手続きを進める。 

出し手と受け手で
合意された農地
は、農業を担う者
毎に色分けをす
る。それ以外につ
いては「今後検討
等」とし、調整が
でき次第色分けを
していく。 

地域の話し合
いの場を活用
し、耕作者が将
来的に耕作し
たいエリアを
見える化させ
る。 

筆毎の所有者・
耕作者の意向を
把握し、貸付け
や売買等の意向
がある農地を見
える化させる。 

ア、イを照らし合わ
せ、出し手と受け手の
調整が必要になる農
地を見える化させる。
調整が必要な農地に
ついては、関係機関で
協力し、出してと受け
ての調整を行う。 
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② Ａ集落は認定農業者ａ、ｂ、ｃに、Ｂ集落はｄ法人に、Ｃ集落は集落営農法人ｅ
に集積及び集約化を進める。特にＢ集落については、将来耕作されなくなる見込み
の農地があるため、地域外から希望する認定農業者や認定新規就農者を受入れ、さ
らに農業を担う者を募る等、地域全体で利用する仕組みづくりを進める。 

 

 

② 農用地の利用の集積・集団化（集約化）に関する目標 

・地域ごとの集積率は、基本構想と整合を図りつつ、地域の実情を踏まえて設定するも

のとする。 

 

【参考】農用地の利用の集積・集団化（集約化）に関する目標について（その１） 
～地域ごとの集積率に関する目標の設定例～ 
集積率の目標については、実質化された人・農地プランにおける、当該地域の中

心経営体の経営面積及び当該地域において規模拡大意向のある中心経営体（地域
外の担い手含む）の「引き受け意向のある面積」を合計し、将来の担い手への集積
面積の参考とすることが考えられる。 

 
例）基本構想における担い手への集積率の目標80％、地域の農用地等面積80ha 

時点 
人・農地プラン
における担い手

の耕作面積 
集積率 目標 備考 

現在 55ha 68.7％ ―  

将来 70ha ※ 87.5％ 90％ さらなる集積に向けて、より高い数値を設定。 

※ 実質化された人・農地プランの“担い手の将来引き受け意向のある面積”を参照 
 

 

 

・集団化（集約化）に関する目標は、団地に該当する面積の増加を進めるものとするが、

地域の実態に応じて、団地数の増加や団地エリア拡大など、集団化の指標や考え方を

設定するものとする。 

 

【参考】農用地の利用の集積・集団化（集約化）に関する目標について（その２） 
～農用地の集団化（集約化）に関する目標の記載例～ 
担い手が利用する隣接する２筆以上の農地面積が50a以上の団地数及び面積は、

30 か所、平均60a である（令和６年度末時点）。今後は、団地面積の拡大に向け、
担い手同士の交換等に取り組む。 
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③ 目標を達成するために取るべき措置 

・条件不利地等の集積・集約化が進みにくい地域については、基盤整備事業の活用につ

いて検討・記載するとともに、具体的な取組となるよう、地域での話合いを継続的に

行う体制づくりを行う。 

・新たな担い手の確保、地域の営農体制の強化が必要な地域については、集落営農の組

織化、組織（法人）同士の連携・合併、農業支援サービス事業体の育成、地域外から

の担い手や企業参入の受入れ等、「とちぎ広域営農システム」構築の取組について記載

する。 

 

【参考】目標を達成するために取るべき措置について 
～多様な経営体の確保・育成の取組についての記載例～ 
多様な経営体である副業的に農業を営む者については、将来の営農意向を踏まえ、

必要に応じて担い手として育成する。とちぎ広域営農システム等の取組により、新
たに構築された草刈りや病害虫防除の請負組織等の農地利用を伴わない農業支援サ
ービス事業体の連携についても、地域の営農体制を可視化する観点から、積極的に
地域計画に位置付け、地域へ情報を共有していく。 

また、地域内外からの新規就農者や入作者については、関係機関が連携し、相談か
ら定着まで切れ目のない支援を行う。 

 

 

 

（６）地域計画案の公表、作成の進め方等 

・地域計画（案）を作成・変更する際に実施する関係機関への意見聴取については、実質 

化された人・農地プランの作成・変更の際の「検討会」を活用できる。 

・公告前には、できる限り関係者の理解が得られるよう、地域ごと又は複数地域をまとめ

て説明会を実施するなど配慮する。 

 

団地の考え方 
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